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Ⅰ 高等専門学校の現況及び特徴 

 

１ 現況 

（１）高等専門学校名 有明工業高等専門学校 

（２）所在地 福岡県大牟田市 

（３）学科等の構成 

学科：機械工学科，電気工学科，電子情報工学科， 

物質工学科，建築学科 

専攻科：生産情報システム工学専攻，応用物質工 

学専攻，建築学専攻 

（４）学生数及び教員数（平成24年５月１日現在） 

学生数：学 科 １０１６人 

    専攻科 ６６人 

専任教員数： ７６人 

助手数：０人 

 

２ 特徴 

（１）沿革と学科構成 

有明工業高等専門学校（以下「本校」という）は，昭

和38年に機械工学科・電気工学科・工業化学科の3学科構

成で設置された。九州地区の建築技術者育成の要望もあ

り，昭和43年，建築学科を増設した。 

 その後，コンピュータを中心とした技術革新が急速に

進み，情報処理関係の技術者育成の要望に応え，平成元

年に電子情報工学科を増設した。 

 また，平成6年には工業化学科を物質工学科に改組し，

バイオテクノロジー分野の技術者育成も取り入れた。 

 さらに，平成13年には，生産情報システム工学専攻，

応用物質工学専攻，建築学専攻の3専攻からなる専攻科を

設置した。生産情報システム工学専攻は本科の機械工学

科，電気工学科，電子情報工学科を統合した専攻である。 

 平成12年，本校の教育研究レベルの向上を図るために，

新しく教育理念を明文化し，教育内容や教育環境の改善

を継続して行っている。平成14年度以降，校舎，図書館

棟，寮，第二体育館等の改修・耐震対策事業を行ってい

る。また，全国高専に先駆けて，学内のバリアフリー化

が進められた。 

 また，本校は女子学生数が多く，平成24年度で本科お

よび専攻科で合計216名の女子学生が在籍している。 

（２）教育方法の特徴  

 本校は，平成12年から工学基礎教育の動機づけを目的

とした科目である工学基礎Ⅰ・Ⅱ・Ⅲを実施している。 

平成13年から本科2年次に5学科の学生が各8名程度で構成

される「混合学級」を取り入れた。混合学級では他学科

の専門に触れ合う機会が増え，「幅広い工学基礎」の修

得に寄与している。また，専攻科で開講される創造設計

合同演習では他学科・他専攻の学生とチームを組み，PBL

の手法を取り入れた授業を通して，「課題解決力の育

成」に取り組んでいる。 

 本校は，社会的要請の強い政策課題に関する取組「現

代的教育ニーズ取組支援プログラム」として，平成 18～

20 年の 3 年間，「荒尾地域再生産学住協働プログラム‐

まちなか研究室から食・酒造り，まちづくり‐」が採択

され，取組を実施した。そこで，「地域協働特論」，

「地域協働演習Ⅰ」，「地域協働演習Ⅱ」の学際的テー

マを扱う科目を設定し，現在も継続的に取組んでいる。 

 本校では，「幅広い工学基礎と豊かな教養を基盤に，

創造性，多様性，学際性，国際性に富む実践的な高度技

術者」の育成を目指している。なお，平成16年から現在

まで継続してJABEE認定校となっている。 

（３）地域連携活動 

 本校では，地域活性化の核となるように，多種多様な

地域連携活動を展開している。平成11年に，有明広域地

域（大牟田・荒尾とその近隣）の企業が参加する「有明

広域産業技術振興会」が発足し，有明高専が主管となり，

地元企業を中心に継続して様々な連携を行っている。 

 本校では，平成14年から「地域共同テクノセンター」

を設置し，企業との共同研究や受託試験など地域との連

携に関する取組を積極的に展開している。 

 地域への技術・教育支援を目的として，平成20年に地

域教育支援委員会を設置し，また，本校が立地する大牟

田市と荒尾市の両教育委員会と連携協力協定を締結し，

「出前授業」，「公開講座」，「教員研修」等の地域教

育に関する様々な取組を実施している。 

（４）学生の課外活動 

 本校は，学生の課外活動も活発であり，体育系・文化

系部活動が合計34存在し，全学生の約7割がいずれかに所

属し，豊かな人間性の涵養の大きな一助となっている。

例として，平成23年度Hondaエコマイレッジ九州大会で自

動車工学部が優勝，専攻科においても平成23年演算増幅

器設計コンテストで生産情報システム工学専攻2年生が1

位の偉業を成し遂げている。



有明工業高等専門学校 

- 2 - 

Ⅱ 目的 

１．有明工業高等専門学校の目的 

 本校の目的は，準学士課程においては「深く専門の学芸を教授し，職業に必要な能力を育成すること」，専攻

科においては「高等専門学校における教育の基盤の上に立ち，精深な程度において工業に関する高度な専門知識

及び技術を教授し，もって広く産業の発展に寄与する実践的かつ創造的な技術者を育成すること」である。これ

らは，教育基本法および学校教育法に基づき，本校の学則の第1条，第41条にそれぞれ定めている。 

２．教育研究活動実施上の基本方針 

 本校は，教育理念を「幅広い工学基礎と豊かな教養を基盤に，創造性，多様性，学際性，国際性に富む実践的

な高度技術者の育成を目指す」と定め，人に優しい，自然と共存できる技術の開発に携わり，環境問題・食糧問

題・エネルギー問題など今日的な諸課題について柔軟に対応できる以下に示すような技術者の養成を目的として

いる。 

１） 独創性に富む豊かな発想で「ものづくり」の創造性を発揮できる，個性が輝く技術者（創造性） 

２） 社会の進展・多様化に対応できる自己啓発・向上能力に富む技術者（多様性） 

３） 学際的技術分野で活躍するに十分な優れた協同活動能力を持つ技術者（学際性） 

４） 国際社会で活躍できる広い視野とコミュニケーション能力を含む教養を持つ国際性豊かな技術者（国際

性） 

さらに，地域社会の活性化の核となる教育・研究活動を盛んにすることが切実に求められていることから，地

域連携に関する教育理念「地域活性化の核となる，地域と密着した，開かれた高専」も付け加えている。 

３．学習・教育到達目標 

 本校は，準学士課程と専攻科課程に対してそれぞれ以下の学習・教育到達目標を設定している。 

【準学士課程】 

（Ａ）豊かな教養と国際性 

(A-1)考察力：地球的視野から物事を多面的に理解できること。 

(A-2)倫理観：社会や自然の中での技術の役割を理解し，技術者としての責任を自覚できること。 

(A-3)コミュニケーション能力：適切かつ円滑に読解・表現ができること。 

（Ｂ）専門知識と学際性 

(B-1)基礎知識：専門分野の基礎となる内容を理解していること。 

(B-2)専門知識：専門分野の内容を理解していること。 

(B-3)実践力：実験・実習等の内容を理解・実行・考察できること。 

(B-4)工学の学際的知識：様々な分野の知識と技術を理解し，複合的に活用するための視野を持っていること。 

（Ｃ）創造性とデザイン能力 

(C-1)課題探究力：自ら課題を発見し，その本質を理解できること。 

(C-2)課題解決力：身につけた教養と実践力を活用し，課題を解決できること。 

【専攻科課程】 

（Ａ）豊かな教養と国際性 

(A-1)多面的考察力：物事を多面的に考察できること。 

(A-2)高い倫理観：技術者としての倫理観を確立できること。 

(A-3)コミュニケーション能力：日本語および外国語によるコミュニケーションを適切にできること。 

（Ｂ）専門知識と学際性 

(B-1)工学の基礎知識：工学の基礎知識を専門に応用できるまで理解できること。 

(B-2)工学の専門知識：工学の専門知識を深く理解できること。 
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(B-3)実践力：実験・実習等を確実に実践できること。 

(B-4)工学の学際的知識：工学の学際的知識を専門知識に活用できる程度に習得すること。 

（Ｃ）創造性とデザイン能力 

(C-1)課題探究力：現状を進展させるための課題の探求・理解が自らできること。 

(C-2)課題解決力：様々な問題に対処できるデザイン能力を習得すること。 

４．各学科および各専攻の教育上の目的 

 本校は，各専門学科と各専攻に以下のような目的を設定している。 

【準学士課程】 

機械工学科：(1)機械工学及びその関連分野において，様々な問題を論理的に分析し自分の力で解決できる能力を

持った技術者の育成，(2)倫理観を持ち環境にやさしく人類のためになる創造的ものづくりができる能力を持った

技術者の育成，(3)常に向上心を持ち高い目標へ挑戦できる能力を持った技術者の育成 

電気工学科：(1)基礎学力に育まれた豊かな創造性と電気電子工学から情報工学までの幅広い専門知識により，新

しい技術や課題に柔軟に対応できる能力を有する人材の育成，(2)エネルギー問題や環境問題など現代社会の抱え

るさまざまな課題に対して，これらを正しく評価できる分析能力と問題解決能力を有する人材の育成，(3)人間社

会における技術のあり方を深く理解し，環境にやさしい電気電子情報技術を積極的に開拓するという向上心と倫

理観を有する人材の育成 

電子情報工学科：(1)社会を支える情報通信技術を維持・発展させるための電子工学・情報工学の専門知識を総合

的に身につけた人材の育成，(2)電子工学・情報工学分野における多様な課題に対する分析能力と問題解決能力を

有する人材の育成，(3)豊かな創造力と技術者としての高い倫理観を有する人材の育成 

物質工学科：(1)化学，生物に関する基礎的・専門的知識の習得により，新しい技術と課題に対応できる能力をも

つ技術者の育成，(2)様々な問題を論理的に解析し，その問題を解決できる能力を持つ技術者の育成，(3)現場で

の実践的コミュニケーション能力を持つ技術者の育成 

建築学科：(1)多様化する建築界において新しい技術や課題に対応するため基礎学力と幅広い専門知識を有する人

材の育成，(2)人間の生活環境を豊かにするための創造力や社会で直面するさまざまな課題を解決する総合力・問

題解決能力を有する人材の育成，(3)建築に対する興味や技術的関心，倫理観や向上心と自立心に支えられた建築

技術者としての資質を持った人材の育成 

【専攻科課程】 

生産情報システム工学専攻：(1)高度科学技術社会，国際的なエネルギー問題、環境問題に対応できる論理的思考

能力と解決能力を備えた実践的技術者の育成，(2)準学士課程での機械、電気、情報工学の基礎的な知識と技術を

基に，より高度に融合された機械・電気・情報分野の幅広い専門科目を修得した学際性を備えた実践的技術者の

育成，(3)高い倫理観を持ち，幅広い視野と国際性を備えた実践的技術者の育成   

物質工学専攻：(1)化学技術やバイオテクノロジーの進展に対応しうる知識と技術をもち、これを化成品、材料、

食品、医薬品などの開発、製造などに展開する能力を有する実践的技術者の育成，(2)基礎的・専門的学力と学際

領域にわたる幅広い知識を活用して、環境に配慮したものづくりができる実践的技術者の育成，(3)工業生産活動

におけるニーズとシーズを的確に捉える能力を持ち、国際性を備えた実践的技術者の育成 

建築学専攻：(1)計画・環境系あるいは構造・生産系のいずれかに重点を置いた高度な実践的技術を有する人材の

育成，(2)建築界における諸問題を捉え，解決に導くための論理的思考能力や実践的技術センスを有する人材の育

成，(3)建築分野のみならず，建築分野以外の領域にまたがる課題に対しても対応できる資質を有する人材の育成 
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Ⅲ 選択的評価事項Ａ 研究活動の状況 

 

１ 選択的評価事項Ａ「研究活動の状況」に係る目的 

 

 

本校は大牟田市を中心とする南部筑後地域に位置し，唯一の工業系高等教育機関である。このよ

うな背景から本校の研究活動の目的は以下の3項目である（出典：平成24年学校要覧p47）。 

（１）高度な実践的技術者を育成するための教育活動に必要な教育水準の維持向上を図ること。 

（２）地域企業との共同研究を通して，地域の活性化に貢献すること。 

（３）それぞれの専門分野へ学術的な貢献をすること 

 

（１）の目的は，いうまでもなく学生に教授するための教員の能力向上である。近年，複合科学時代・高度

情報化社会を迎え，卒業後の学生は，多様化した産業界を担っていかなければならない時代である。また，

産業界における技術の革新は年を追うごとに激しくなり，技術者には幅広い工学知識と，創造性，多様性，

学際性，国際性に富む実践的で高度な技術が求められている。そのような時代背景において，教員は，単

なる座学の研鑽のみならず自ら研究を行い，学会等への成果の公表・討議等の研究活動を通じて，学生に

対する教授能力を高める必要がある。 

（２）の目的は，地域連携活動を通じた地域貢献である。高専は学生を技術者として育成し社会に輩出す

ることが第一の使命ではあるが，地域における高度研究機関として地域企業との共同研究や技術支援を通

じて，地域に貢献することも使命のひとつと捉えており，本校での研究活動の目的のひとつとして位置付け

ている。 

(３)の目的は，それぞれの専門分野への学術貢献である。この専門分野とは，それぞれの教員が所属す

る専門分野やその境界領域など関連する分野，あるいはそれらの教育研究など教育分野を含んでいる。 
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２ 選択的評価事項Ａ「研究活動の状況」の自己評価 

（１）観点ごとの分析 

観点Ａ－１－①： 高等専門学校の研究の目的に照らして，研究体制及び支援体制が適切に整

備され，機能しているか。 

（観点に係る状況） 

 本校では，研究活動の目的は 

（１）高度な実践的技術者を育成するための教育活動に必要な教育水準の維持向上を図ること。 

（２）地域企業との共同研究を通して，地域の活性化に貢献すること。 

（３）それぞれの専門分野へ学術的な貢献をすること 

である。この目的を達成するため，全教員は個人研究または学内外の研究者または企業との共同研

究を行っている。 

 本校は，直接的，間接的に教

員個人の研究に研究支援を行っ

ている。直接的な資金支援とし

ては研究目的（１）～（３）に

対応する個人研究費，目的(１)

と(３)に対応する校長裁量経費，

目的（２）に対応する地場産業

振興支援研究費，がある。 

 教員の個人研究費は，全教員

同額の基礎研究費，校長による

教育研究促進経費，卒業研究，

特別研究の割り当て学生数に応

じた研究費の和である（資料Ａ

－１－①－１）。 

 研究活動に対して，総務課課

長補佐（企画室長）が科学研究

費，産学連携についての事務手

続き等全般の業務を，総務課課

長補佐（財務担当），施設係，

調達管理係及び経理係が予算の

管理・執行の業務を，行い，円

滑な研究を行う体制が整ってい

る。 

 校長裁量経費は，校長のリー

ダーシップの下，配分する経費

で，原則，申請方式であり（資

料Ａ－１－①－２～３），個人，

学内共同研究の促進および教育

資料Ａ－１－①－１ 

 

  

（出典 平成 24 年度予算委員会資料より） 
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研究設備の充実に利用されている。資料Ａ－１－①－４に，その申請および配分状況を示す。多く

の個人および学内研究グループから申請が行われ，また，研究助成枠に採択された20件のうち４件

が異なる学科部署間による学内共同研究に与えられている。 

資料Ａ－１－①－２ 

 

 

 

（出典 平成 24 年度予算委員会資料より） 
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資料Ａ－１－①－３ 

 

 

 

（出典 平成 24 年度予算委員会資料より） 
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資料Ａ－１－①－４  
平成23年度校長裁量経費一覧 

 

 
（出典 平成 23 年 8 月運営会議資料） 
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 本校では，有明地域の産業の活性化への協力および本校の教育・研究の活性化のために，地域共

同テクノセンターを設置し（資料Ａ－１－①－５），研究実施体制の支援を行っている。構成員は，

センター長１名（産学担当），副センター長１名（民学担当），センター員３名，センター事務員

１名，事務職員３名（課長補佐，企画情報係），技術職員１名（教育研究技術支援センターより派

遣）であり，産学官連携部門と民学官連携部門がある。なお，専任の地域連携コーディネーターは

平成20年に廃止し，現在は，JST等の外部機関のコーディネーターを活用して多様なニーズに対応

している。地域共同テクノセンターには，総合研究棟にテクノセンター事務室と総合研究室２室， 

資料Ａ－１－①－６ 

平成 23 年度施設利用状況 

 

（出典 地域共同テクノセンターから提供） 

 

資料Ａ－１－①－５ 
 

○有明工業高等専門学校地域共同テクノセンター規程   ［平成14年5月30日全部改正］ 
 
（趣旨） 

第１条 この規程は、有明工業高等専門学校内部組織規

定（平成９年１月２３日制定）第１０条第２項の

規定に基づき、有明工業高等専門学校地域共同テ

クノセンター（以下「センター」という。）の組

織、運営等に関し必要な事項を定めるものとす

る。 

（目的） 

第２条 センターは、有明工業高等専門学校（以下「本

校」という。）と地域との連携を強化するため、

本校における産学官の交流及び共同研究等の産学

官連携・協力事業を推進するとともに、地域の公

的機関等との連携の下に公開講座、学校開放、各

種講演会講師派遣、イベント参加などの事業（以

下「民学官連携・協力事業」という。）を積極的

に企画・実施し、もって地域の産業振興及び地域

住民の生涯学習の促進並びに本校の教育研究活動

の活性化を図るものとする。 

（業務） 

第３条 センターは、次に掲げる業務を行う。 

一 産学官連携・協力に関する事項 

ア 産学官連携・協力事業推進のための企画・運営 

イ 共同研究、受託研究及び受託試験等の推進 

ウ 技術開発の相談 

エ 技術研修会、講演会等の普及啓発活動の企画・

運営 

オ 産学官連携・協力事業に関する広報活動 

カ 学内における共同研究の推進 

二 民学官連携・協力に関する事項 

ア 民学官連携・協力事業推進のための企画・運営 

イ 公開講座、学校開放等の企画、調整、実施 

ウ 各種講演会等への講師派遣及びその調整 

エ 民学官連携・協力事業に関する広報活動 

三 その他、センターの運営及び施設の管理に関し、

必要な業務 

（組織） 

第４条 前条の業務を遂行するため、センターに次の職

員を置く。 

一 センター長 

二 副センター長 

三 センター員 若干人 

四 その他必要な職員 

 （センター長） 

第５条 センター長は、センターの業務を統括する。 

２ センター長は、本校の教授の中から校長が任命す

る。 

３ センター長の任期は２年とし、再任を妨げない。 

４ センター長が欠けた場合の後任者の任期は、前任者

の残任期間とする。 

（副センター長） 

第６条 副センター長は、センター長を補佐し、センタ

ー長に事故あるときはセンター長の職務を代行す

る。 

２ 副センター長は、本校の教員の中から校長が任命す

る。  

３ 副センター長の任期は１年とし、再任を妨げない。 

４ 副センター長が欠けた場合の後任者の任期は、前任

者の残任期間とする。 

（センター員）  

第７条 センター員は、副センター長の命を受け、センタ

ーの業務に従事する。 

２ センター員は、必要に応じ本校教職員の中から校長

が任命する。 

３ センター員の任期は１年とし、再任を妨げない。 

（運営会議の了承） 

第８条 センターの業務のうち全校に関係する重要事項

については、運営会議に報告し、その了承を得る

ものとする。 

（雑則） 

第９条 この規程に定めるもののほか、センターの運営

に関し必要な事項は、別に定める。 

 

 

附 則 

１ この規程は、平成14年5月30日から施行する。  

２ 「有明工業高等専門学校地域共同テクノセンター運

営委員会規程」（平成14年1月17日制定）は、廃止す

る。  

附 則 

 この規程は、平成15年2月20日から施行し、平成15年4

月1日から適用する。  

附 則 

 この規程は、平成16年6月17日から施行し、平成16年4

月1日から適用する。 

附 則 

 この規程は、平成17年10月26日から施行する。  

附 則 

 この規程は、平成20年 4月 1日から施行する。  

 
（出典 有明工業高等専門学校規程集） 
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開発研究棟に開発研究室６室，共同研究棟に共同研究室５室を有し，それぞれに保有する共同利用

機器を用いる等して，学内の実験・卒業研究のほか，共同研究，受託試験等に利用されている（資

料－Ａ－１－①－６）。さらに，地元商工会議所と有明広域産業技術振興会と連携して，地域企業

との交流を促進している（資料Ａ－１－①－７～８）。地場産業振興支援研究費は，有明広域産業

技術振興会の協力のもと，有明高専の研究を活性化し，将来地場産業の振興に寄与することを目的

としたものとなっている（資料Ａ－１－①－９）。 

 また，地域共同テクノセンターでは，本校各教員の研究者データを，「研究者データ一覧」とし

てウェブページで公開しており（資料Ａ－１－①－10），このデータから教員の研究テーマを知る

ことができる（資料Ａ－１－①－11）。 

 

 

 

資料Ａ－１－①－７  
有明広域産業技術振興会（目的および事業） 

 
 
第2条 本会は，経済的に密接なつながりのある有明広域圏に

おける産官と国立有明工業高等専門学校（以下「有明高
専」という）との交流事業を実施し，有明広域圏の産学官
の連携・協力の推進を図り，もって地域産業の振興に寄
与することを目的とする。 

第3条 本秋は，本会の目的を達成するため，次の各号に掲げ
る事業を行う。 
（1）産学官の交流に関する事業 
（2）技術相談，共同研究開発等の地域企業の技術振興に関す
る事業 
（3）有明高専と地域企業等との交流に関する事業 
（4）その他本会の目的達成に必要な事業 
 

（出典 有明広域産業技術振興会規約） 

資料Ａ－１－①－８ 
有明広域産業技術振興会の趣旨 

  

 

（出典 有明広域産業技術振興会ウェブ） 

資料Ａ－１－①－６ 

平成 23 年度施設利用状況 

 

（出典 地域共同テクノセンターから提供） 
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資料Ａ－１－①-９  

 

 

（出典 地域共同テクノセンターから提供） 
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資料Ａ－１－①－10 

 

 

（出典 有明高専研究者データ一覧） 
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                                  資料Ａ－１－①－11 

 

研究者テーマ一覧（平成24年６月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（分析結果とその根拠理由） 

本校では，地域との連携体制および設備の整備を行い，目的に照らして，研究体制および研究支

援体制を適切に整備し，機能している。 

  

 

（出典 有明高専研究者データ一覧） 

 

（出典 有明高専研究者データ一覧） 
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資料Ａ－１－②－３ 
教育内容に応じた適切な学習指導法の工夫がなされている教科書 

 「（Ｂ） 専門知識と学際性」という目的に沿って，数学教育では，専門分野の基礎となることから各専門学科の科目との連携を重視

し，本校独自の自主教材（教科書）を作成し使用している(資料５－２－①－３)。なお，この取組は九州工学教育協会から表彰を受けた

（平成 14 年度）。 

 

 

（出典 一般科目数学科資料） 

観点Ａ－１－②： 研究の目的に沿った活動の成果が上げられているか。 

（観点に係る状況） 

（１）高度な実践的技術者を育成するための教育活動に必要な教育水準の維持向上を図ること 

 高度な実践的技術者を育成するための教育水準を維持・向上するためには，後述する地域共同

研究や各自の分野の研究の他に，教材研

究，教科課程，教育方法と評価法，学生

指導などの研究が必要となる。これらの

研究成果は本校の『紀要』，論文集『高

専教育』と『高等専門学校の教育と研

究』における本校教員の掲載発表論文件

数統計を資料Ａ－１－②－１～２に示す。 

教育現場で開発された教材の例として，

１つは，一般教育科の数学教員団による

教科書の執筆である。これは準学士課程

の数学を一貫したコンセプトで書き上げ

資料Ａ－１－②－２  

高専教育論文への掲載件数の推移 

年度(平成) 19 20 21 22 

『高専教育』 １ １ ３ １ 

『高等専門学校の教育と研究』 ０ １ １ ０ 

（出典 紀要 45,46,47,48 号） 

資料Ａ－１－②－１  

本校紀要への掲載件数の推移 

年度(平成) 17 18 19 20 21 22 23 

掲載件数 13 11 10 15 15 11 12 

（出典 平成 22 年 3月自己点検・評価報告書 p.109 及び紀要 46,47,48 号） 
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た教科書（全4巻）で，九州工学教育協会から表彰を受け（平成14年度），現在でも改定しなが

ら使用している（資料Ａ－１－②－３）。また，国語科目担当の焼山廣志教員は工学技術者教育

における日本語コミュニケーション能力向上メソッドの開発のために，「新聞コラムを使った有

明高専オリジナルテキスト作成と実践」で平成23年9月8日に日本工学教育協会から業績賞を受賞

している（資料Ａ－１－②－４）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料Ａ－１－②－４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典 日刊大牟田新聞平成 23 年 9 月 16 日） 
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資料Ａ－１－②－６  

技術相談・受託研究・共同研究の推移 

    年度 
 
種類 

地域共同テクノセンター 

H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 

技術相談 4 6 6 3 11 

受託研究 5 5  5 4 5 

共同研究 13  18 12  6 6 

 

 

 
（出典 地域共同テクノセンターニュース） 

 

資料Ａ－１－②－７  

共同・受託研究費獲得金額の推移 

 
（出典 平成 23 年運営懇話会上で地域共同テクノセンター長が報告） 

青線は件数を示す（右軸に数値），黄色の棒グ

ラフは金額で左軸に数値を示す。 

（２）地域企業との共同研究を通して，地域の活性化に貢献すること。 

本校には地域からの要請で各種委員を委嘱されている教員も多い。平成23年度の一覧を資料Ａ－

１－②－５に示す。これらの委員会での活動は地域に貢献するばかりでなく，地域の動向や要望を

取り込み，本校の研究活動に活かすための情報収集の機会として役立っている。 

地域共同テクノセンター産学官部門では，

有明広域産業技術振興会と連携し，分科会を

設け，定期的に技術交流会を行う等して，地

元企業との交流及び情報交換に努めている。

分科会を通して技術情報あるいは地元企業の

ニーズの入手及びシーズの提供を行っている。 

資料Ａ－１－②－６に地域企業からの技術相

談，受託研究，共同研究の件数の推移を示す。

資料Ａ－１－②－７に共同研究と受託研究の

件数と獲得金額を示す。また，本校教員の科

学技術シーズに関連する新聞記事の例を資料

Ａ－１－②－８に示す。 

地域共同テクノセンター民学官部門では，

公開講座の企画運営，市民講座やPTA行事等

への講師の派遣等を行っている。 

平成20年度より，現代GPが採択され，医工

連携研究プロジェクトも開始された。 

現代GPでは，マイクロバブルによる焼酎

「美峰（びほう）」の醸造が成果を上げてい

る（資料Ａ－１－②－８）。また，医工連携

では専攻科生の協力を得て、福祉器具を開発

した。室内用自動椅子（福祉器具商品化例；

資料Ａ－１－②－５  
平成23年度地域各種委員委嘱実績 

大牟田市環境リサイクル産業振興協議会委員 

大牟田市環境審議会委員 

大牟田市公共事業評価監視委員会委員 

大牟田市産業活性化推進協議会委員 

大牟田市自動車関連産業振興会委員 

大牟田市生涯まちづくり推進本部委員 

大牟田スタートアップセンター評議委員会委員 

大牟田市生活排水対策推進協議会委員 

大牟田市都市計画審議会委員 

大牟田市入札監視委員会委員 

大牟田市保健福祉ネットワーク協議会委員 

大牟田市まちづくり基金事業審査委員会委員 

大牟田市産業振興ビジョン策定委員会 

大牟田市下水処理場等の包括的維持管理業務委託審査委員会委員 

大牟田市公共事業評価監視委員会 

大牟田市旧市民会館跡地活用提案審査委員会委員 

旧長崎税関三池税関支署庁舎修復委員会委員 

荒尾カートピア構想推進協議会委員 

荒尾市公民館運営審議会委員 

荒尾市子どもの読書活動推進実行委員会委員 

荒尾市都市計画審議会委員 

荒尾市立図書館協議会委員 

荒尾市環境審議会委員 

財団法人荒尾産炭地域振興センター助成事業審査会審査員 

財団法人荒尾産炭地域振興センター評議員 

財団法人大牟田市地域活性化センター理事 

柳川市総合評価技術委員会委員 

飯塚市文化財保護審議会委員 

久留米市伝統的町並み保存審議会委員 

財団法人福岡県産炭地域振興センター評議員 

（出典 平成24年度学校要覧ｐ.51） 
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資料Ａ－１－②－９右）やベッドに寝ている人が起きたい重心を移動させると，移動を検知してベッド

のリクライニングが働く等の種々の機器の研究・開発を行った。これら２つのプロジェクトは平

成23年度に修了しているものの継続的な展開・研究を行っている。その他，大牟田市と連携して

飲み残しビールの燃料化技術開発（資料Ａ－１－②－９左）を行う等，地域に密着・連携した研究・

開発を行い，成果をあげている。 

奨学寄附金は平成17年度〜20年度が1500千円レベルのピークで以後減尐している（資料Ａ－１－

②－10）。一方、受託試験収入はコンクリート強度試験で毎年7000千円レベルの収入で推移して

いる（資料Ａ－１－②－11）。 

資料Ａ－１－②－８  
マイクロバブル技術を製品に 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典 有明新報） 
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資料Ａ－１－②－10 

奨学寄附金の推移 

 

（出典 平成 23 年運営懇話会上で地域共同テクノセンタ

ー長が報告した資料パワーポイント） 

 

資料Ａ－１－②－11 

受託試験収入の推移 

 

（出典 平成 23 年運営懇話会上で地域共同テクノセンター

長が報告した資料パワーポイント） 

資料Ａ－１－②－９  
 

関連新聞記事 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典 有明新報，西日本新聞） 
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（３）それぞれの専門分野へ学術的な貢献をすること 

教員は，それぞれの専門分野の学会に所属し，論文発表、学会発表，特許の申請，取得等を行っ

ている。また，研究を遂行するため外部資金を獲得するため申請を行っている。 

資料Ａ－１－②－12に平成19年から23年まで

の５年間に，外国へ留学した教員数と国際会議

あるいは国際学会等に参加した教員数を示す。

留学，国際学会発表の経験を活かし，本校の研

究レベル向上に貢献している。 

研究成果の論文公表状況は資料Ａ－１－②－

13に示す。論文数は１教員当たり年間１報，学

会発表は年間２件程度である。 

科学研究費補助金等の競争的資金は資

料Ａ－１－②－14の通りで，獲得金額で

見れば平成18年をピークに減尐傾向であ

ったが平成23年に回復し、ある程度の水

準を維持していると言える。なお、平成

23年度の獲得金額は

総計21,980千円で過

去最高となっている。

採択件数，採択金額

は年度によりばらつ

きはあるものの，申

請件数は維持してお

り，多くの教員が科

学研究費の獲得に積

極的に取り組んでい

る。 

特許出願は，平成

15年度以前は個人に

帰属していたが，平

成16年度からは独立

行政法人化に伴い高

専機構帰属となった。出願件数は，21年度０件，22年度１件，23年度は５件であった。 

資料Ａ－１－②－15 に本校の教員の業績に対して種々の学協会から賞が贈られた実績を示す。

このことは，本校教員の研究活動が高いレベルにあり，教育レベルの維持・向上を行うために満足

いくものであることを示している。また，本校の研究活動状況や成果は地元紙が中心ではあるが，

多くの記事として紙面に登場している。例えば，環境に関するものだけでも資料Ａ－１－②－16

に示す数があり，本校の研究活動に対する地元からの期待は大きく，その期待に応えられるよう取

り組んでいる。 

資料Ａ－1－②－14 

科学研究費の推移 

 

（出典 平成 23 年運営懇話会上で地域共同テクノセンター長が報告した資料パワーポイント） 

資料Ａ－１－②－12  
 

外国留学者および国際会議等参加者数の推移 

 
      年度（平成) 
  項目 

19年 20年 21年 22年 23年 合計 

外国留学者数 1 1 1 0 0 4 

国内留学者数 0 0 1 0 1 3 

国際会議等参加者数 11 10 9 6 9 45 

（出典 平成22年3月自己点検・評価報告書等） 

 

資料Ａ－１－②－13 

研究成果の公表状況 

年度(平成) 17 18 19 20 21 22 23 

論文数 94 96 72 84 85 56 68 

口頭発表数 193 162 174 161 186 204 185 
（出典 平成22年3月自己点検・評価報告書及び紀要46,47,48号） 
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資料Ａ－１－②－15  

教職員の学協会からの表彰実績 

賞 受賞対象業績 受賞者 学協会・団体 年月 

日本混相流学会技術賞 混相流におけるマイクロバブル技術の役割 氷室昭三 日本混相流学会 
平成 17 年 

8 月 

日本エネルギー学会論文賞 
Ca(OH)2 を含む石炭ブリケットの燃焼における脱

フッ素特性 
劉 丹 日本エネルギー学会 

平成 17 年 

8 月 

内閣府バリアフリー化推進功労者特命担

当大臣表彰 

バリアフリー住宅土壌成講習会等バリアフリー

の推進に対する功績 
北岡敏郎 内閣府特命担当大臣 

平 18 年 

1 月 

日本溶射協会論文賞 
マイクロカプセル化 TiO２／プラスチックス複合

溶射皮膜の作製 

川瀬 良一 

田中 康徳 
日本溶射協会 

平成 18 年 

6 月 

社団法人都市住宅学会学生論文コンテス

ト博士論文部門優秀賞 

構造化手法を用いた知的障害者の生活環境の改

善に関する研究 
中島美登子 社団法人都市住宅学会 

平成 18 年 

11 月 

独立行政法人国立高等専門学校機構教員

顕彰理事長賞 

地域連携による学内研究・教育の活性化と地域

貢献 
川瀬良一 

独立行政法人国立高等

専門学校機構 

平成 19 年 

3 月 

精密工学会九州支部奨励賞 チタン金属の超精密切削加工に関する研究 篠﨑烈 精密工学会九州支部 
平成 19 年 

12 月 

独立行政法人国立高等専門学校機構教員

顕彰特別賞 

高専教育の真髄を、教育・研究・地域連携に積

極展開 
川嵜義則 

独立行政法人国立高等

専門学校機構 

平成 20 年 

3 月 

独立行政法人国立高等専門学校機構教育

教員研究集会文部科学大臣賞 

現代ＧＰによる e-Learning 創造性教育コースの

開発 
松野良信 

独立行政法人国立高等

専門学校機構 

平成 20 年 

8 月 

日本建築学会奨励賞 
自閉症者グループホームにおける生活行動と支

援に関する研究 
中島美登子 日本建築学会 

平成 20 年 

9 月 

独立行政法人国立高等専門学校機構教員

顕彰文部科学大臣賞 
地域貢献に結びつけた技術者教育 氷室昭三 

独立行政法人国立高等

専門学校機構 

平成 21 年 

3 月 

住総研 研究選奨 
居間中心型住宅普及の動向と計画課題に関する

研究 
切原舞子 住宅総合研究財団 

平成 21 年 

6 月 

第 64 会年次学術講演会優秀講演者表彰 
研究成果をわかりやすく豊かな表現方法での発

表に対して 
岩本達也 土木学会 

平成 21 年 

11 月 

九州工学教育協会賞 

工学技術者教育における日本語コミュニケーシ

ョン能力向上メソッドの 開発 

－新聞コラムを使った有明高専オリジナルテキ

スト作成と実践－ 

焼山 廣志 九州工学教育協会賞 

平成 23 年 

2 月 

日本工学教育協会賞 

工学技術者教育における日本語コミュニケーシ

ョン能力向上メソッドの開発 

－新聞コラムを使った有明高専オリジナルテキ

スト作成と実践－ 

焼山 廣志 
公益社団法人日本工学

教育協会 

平成 23 年 

9 月 

（出典 平成22年３月自己点検・評価報告書等） 

 

資料Ａ－1－②－16 

環境に関する新聞記事 

年 月 新聞紙名 教職員名 記事内容 

Ｈ19 9 月 7 日 有明新報 上甲，劉 溜池 農薬 調査 

  11 月 22 日 日刊大牟田 川嵜 消防ホース巻き取り方式の開発 

20 5 月 28 日 西日本新聞 氷室 有明海再生；宝を取り戻すために；泡にヒント 

  6 月 21 日 日刊大牟田 校長 産学官連携に貢献し，大臣賞 

  8 月 19 日 熊本日日新聞 氷室 マイクロバブルがタイラギ，海老に効果 

  8 月 22 日 有明新報 氷室 現代ＧＰで荒尾市がマイクロバブルで野菜栽培 

  8 月 29 日 有明新報 北岡 安心安全の町に；マスタープランで住宅 

  9 月 11 日 有明新報 専攻科 現代ＧＰで荒尾市，買物行動と環境調査 

21 3 月 5 日 有明新報 専攻科 現代ＧＰで荒尾市，人参畑 

  4 月 4 日 西日本新聞 氷室 マイクロバブルで大臣賞 

  4 月 9 日 有明新報 小野 産学官連携；建設業協会が耐震工事を学ぶ 

  7 月 8 日 有明新報 専攻科 現代ＧＰで荒尾市，ワインを発酵 

  12 月 13 日 有明新報 機械工学科 ナースコール機を試作 

22 3 月 14 日 西日本新聞 川嵜 消防ポンプ装置を開発 

  7 月 12 日 日刊水産経済新聞 劉 フルボ酸鉄と磯焼けの関連性分析；地球温暖化対応 

  10 月 31 日 西日本新聞 柳原 飲み残しビールを燃料化 

23 3 月 11 日 有明新報 柳原 無人ヘリで防災 

    （出典 西日本新聞，有明新報，熊本日日新聞他） 
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（分析結果とその根拠理由） 

研究の目的に沿った成果は優れている。 

教員の研究は活発に行われており，教育レベルの維持・向上に十分なレベルである。また，地域

との連携による共同研究を中心とした外部資金獲得の実績も伸びており，研究活動の適切な発信も

行われている。 
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観点Ａ－１－③： 研究活動等の実施状況や問題点を把握し，改善を図っていくための体制が

整備され，機能しているか。 

 

（観点に係る状況） 

学内の研究活動の実施状況や問題点の把握は，自己点検・評価委員会と学校運営検討委員会，外

部評価として運営懇話会を設置している。 

自己点検・評価委員会は５年に１度，自己点検・評価を行う。平成21年度の報告書では，外部へ

の研究成果の公表は成果を上げていると総括している。さらに，改善されるべき点として，科学研

究費の採択について言及し，「科学研究費補助金の申請率70％には程遠い状況である」と指摘して

いる。また，学校運営検討委員会も改善策が十分でないことを指摘した（資料Ａ－１－③－１）。

これらを受けて地域共同テクノセンターは，毎年，学外から科研担当者を招聘し説明会を開催する

などしている（資料Ａ－１－③－２～３）。 

学校運営検討委員会は本校の教育・研究・社会貢献・管理運営に関する事項を点検し，改善策を

審議する目的も持っている（資料11－２－③－２～４）。 

 

 

資料Ａ－１－③－１ 

科学研究費についての自己評価（抜粋） 

 

（出典 学校運営検討報告書（14）p.10） 
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資料Ａ－１－③－２ 

日本学術振興会及び文部科学省による説明会資料 

 

（出典 総務課より提供） 
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 運営懇話会では研究について説明，意見交換が行われる（資料Ａ－１－③－４）。地域共同テク

ノセンター長は学校が行っている研究の実施状況と最近の推移を説明している。懇話会の出席者は

外部識者等と校長等役職者で，質疑を受けることによって，問題点を見つけ改善を図っている。 

教員の研究活動実績は本校の『紀要』に

掲載し，内外に公開している。また，教員

の教育研究の業績を校長に提出する「自己

PR等申告書」があり，同時に教員の意見・

要望・提言を汲み上げ，校長による改善

（指導を含む）が行われている。 

現在，シーズ発掘から実用化まで支援す

る研究成果最適展開支援プログラム（略

称：Ａ－ＳＴＥP）（ＪＳＴ）において，

平成23年にJSTのA−step にフィージビリテ

ィ課題が1件採択された。また，川上中小

企業者と川下製造業者の連携による研究開

発を支援する戦略的基盤技術高度化支援事

業（略称：サポイン）（経済局）において，

平成24年６月に東京エレクトロンとの共同

研究の申請（１件）がある。 

 

 

 

資料Ａ－1－③－４ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典 平成 23 年運営懇話会議事録） 

資料Ａ－１－③－３ 

科学研究費の説明会のパワーポイント表紙 

 

（出典 総務課より提供） 
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（分析結果とその根拠理由）  

 研究活動の実施状況や問題点を把握し改善を図っていくための体制を整備し，機能している。 

 校長は，研究の推進と問題点の把握のため業績評価等を行い，インセンティブな研究支援を行っ

ている。また地域共同テクノセンターは，シーズ研究，共同研究等が活発に行われるように啓発活

動を展開・推進している。自己点検，外部評価等は定期的に研究活動の点検を行い，その結果を校

長と地域共同テクノセンター長が把握し，改善を図っている。このようなPDCAサイクルが機能して

いるかどうかをチェックするために，学校運営検討委員会を設置し，定期的に校長へ報告書を提出

している。以上のような体制が整備され，機能している。 
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（２）優れた点及び改善を要する点 

（優れた点）  

・ 地域連携及び研究支援体制を整備し，地元企業との共同研究数及び外部資金の獲得金額を維

持している。 

・ 論文・学会発表数等もほぼ安定し，設置基準を満たす十分な成果を上げている。 

 

（改善を要する点）  

特になし。 

 

 

（３）選択的評価事項Ａの自己評価の概要 

本校は大牟田市を中心とする南部筑後地域に位置する，唯一の工業系高等教育機関である。 

（１）高度な実践的技術者を育成するための教育活動に必要な教育水準の維持向上を図ること。 

（２）地域企業との共同研究を通して，地域の活性化に貢献すること。 

（３）それぞれの専門分野へ学術的な貢献をすること。 

地域共同テクノセンターの主導の下に全教員が研究テーマ及び技術相談等の可能分野を公開する

とともに，定期的に地元企業との技術交流会を行い，シーズの発信，ニーズの把握に努めている。 

共同研究・受託研究件数，受託研究費・共同研究費等の外部資金も維持し，成果を上げている。

また，教員の発表・論文数も維持し，地元企業との共同研究に学生も参加し，教育効果も上がって

いる。ただし，科学研究費の申請率がやや低いが，啓蒙の努力をしている。教育研究技術支援セン

ターは業務を集中化し，教育・研究の高度化にあわせ技術職員の支援が円滑に行える体制を整備し

ている。教員各自の研究活動の実施状況は，校長が自己ＰＲ等申告書（前掲資料３－２－①－１～

３）により把握し，現状の把握のための各種データ収集は地域共同テクノセンターが行っている。

また，地域共同テクノセンターは共同研究において指導的な役割を果たしている。また，自己点検，

外部評価等は定期的に研究活動の点検を行い，校長のリーダーシップの下，PDCAサイクルによる継

続的改善を行っている。  

以上の通り，研究体制の整備状況及び活動の成果を総合的に評価すると，この基準の水準の達成

状況は「良好である」と判断できる。 

 

（４）目的の達成状況 

目的の達成状況は良好である。 
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Ⅳ 選択的評価事項Ｂ 正規課程の学生以外に対する教育サービスの状況 

 

１ 選択的評価事項Ｂ「正規課程の学生以外に対する教育サービスの状況」に係る目的 

 

独立行政法人国立高等専門学校機構法の第三条の機構の目的は「職業に必要な実践的かつ専門的

な知識及び技術を有する創造的な人材を育成するとともに，我が国の高等教育の水準の向上と均衡

ある発展を図ることを目的とする。」である。また，第十二条（業務の範囲等）三項では，機構以

外の者から委託を受け，又はこれと共同して行う研究の実施その他の機構以外の者との連携による

教育研究活動を行うこと」が設定されている。 

本校の教育理念には（平成24年学校要覧p.４），「創造性」，「多様性」，「学際性」，「国際

性」の４つの理念の他に，「学外との連携・協力」が加わっている。また，「学外との連携・協力」

においては，「地域活性化の核となる地域と密着した開かれた高専」という副題が付記されている。 

以上のことから，本校の正規課程の学生以外に対する教育サービスの目的は，地域社会との連

携・協力を行い，地域活性化の核となる地域と密着した開かれた高専になることである。  
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２ 選択的評価事項Ｂ「正規課程の学生以外に対する教育サービスの状況」の自己評価 

（１）観点ごとの分析 

観点Ｂ－１－①： 高等専門学校の教育サービスの目的に照らして，公開講座等の正規課程の

学生以外に対する教育サービスが計画的に実施されているか。 

（観点に係る状況） 

本校の正規課程の学生以外に対する教育サービスの目的は，地域社会との連携・協力を行い，

地域活性化の核となる地域と密着した開かれた高専になることである。 

そのため，本校は正規課程の学生以外に対する公開講座等の教育サービスを通じて地域社会へ貢

献することを重要な使命とし，各種の教育サービスを計画的に実施している。これらのサービスは

地域共同テクノセンターが行い，さらにサービスの充実を図るため平成20年に地域教育支援委員会

を設置した（資料Ｂ－１－①－１）。 

 地域共同テクノセンター（前掲資料Ａ－１－①－５）の民学連携に関係するセンター業務は，①

公開講座等の企画・運営による市民の生涯学習の支援，②青尐年の健全な育成のためのプログラム

の企画・運営，③快適で住みよい町づくりへの協力である。 

資料Ｂ－１－①－１ 

有明工業高等専門学校地域教育支援委員会規程 
（ 平成 20 年３ 月 10 日 制定） 

（ 設置） 

第１ 条 有明工業高等専門学校（ 以下「本校」という。） に， 地域の科学技術教育の充実・発展のために， 

技術・教育支援を行うことを目的として， 地域教育支援委員会（ 以下「委員会」という。） を設置する。 

（ 審議事項） 

第２ 条 委員会は， 次の各号に掲げる事項を審議する。 

一 本校教員の「出前授業」に関すること。 

二 本校の実験施設などを利用して行う「体験学習」に関すること。 

三 科学技術教育組織(小中学校理科･技術家庭教員部会等)を対象とした「教員研修」に関すること 

四 実験器具の貸し出し， 実験器具の製作支援に関すること。 

五 その他科学技術教育支援に関すること。 

（ 組織） 

第３ 条 委員会は， 次の各号に掲げる者をもって組織する。 

一 教員のうちから校長が地域教育支援委員長（ 以下「委員長」という。） として指名する者 １ 名 

二 各学科の教員のうちから推薦された者 各１ 名 

三 一般教育科（ 理系） の教員のうちから推薦された者 １ 名 

四 テクノセンター員 １ 名 

五 企画室長 

六 その他校長が必要と認めた者 

（ 任命及び任期） 

第４ 条 委員は， 校長が任命する。 

２ 前条第二号から第四号の委員の任期は１ 年とし， 再任を妨げない。 

３ 前項の委員に欠員が生じた場合の後任の委員の任期は，前任者の残任期間とする。 

（ 委員長） 

第５ 条 委員長は， 委員会を招集し， その議長となる。 

（ 委員以外の者の出席） 

第６ 条 委員会が必要であると認めた場合は， 委員以外の者を会議に出席させ， 意見を聴くことができる。 

（ 事務） 

第７ 条 委員会に関する事務は， 総務課企画室において処理する。 

（ 雑則） 

第８ 条 この規程に定めるもののほか， 運営に関して必要な事項は， 委員会が別に定める。 
 

（出典 有明工業高等専門学校規程集) 
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地域共同テクノセンターは，民学連携に関して，地元有識者に地域アドバイザーを委嘱するなど

地域のニーズを調査し，青尐年及び一般社会人対象の公開講座等を開催している。小中学生を対象

とする公開講座や出前授業を，地域共同テクノセンターと連携して組織された「地域教育支援委員

会」が管轄している。本校は，本校所在地域である荒尾・大牟田両市の教育委員会と地域教育支援

事業に関する連携協定を締結している。「地域教育支援委員会」はその協定に基づく事業を実施す

るとともに，協定外の地域からの依頼や本校主催あるいは外部団体主催連携事業についても小中学

生対象の場合はすべて掌握し，協定による事業との調整を図りながら実施計画を策定している。す

なわち，地域の教育委員会と密接に連携した本委員会により，小中学生を対象とする地域教育支援

活動を計画的に遂行し，将来への継続的な教育支援活動の実施を質・量ともに可能にしている。な

お，生涯学習としての一般市民向け講座・授業は，地域共同テクノセンターが対応している。 

１）公開講座等の実施計画と実施状況 

「オープンカレッジ」は地域住民，小中学生を中心に幅広く学校紹介を兼ねた地域連携の学校公

開行事で，参加者も非常に多い。「オープンカレッジ」では，全校的な実行委員会（オープンカレ

ッジ実行委員会）を組織し，実行委員会が実施計画・実施内容等の策定を行い，全学的協力の下，

地域共同テクノセンターが統括する形で毎年８月後半に実施している。また，広報活動も地域共同

テクノセンターが中心に行っている（資料Ｂ－1－①－２）。 

資料Ｂ－１－①－２  

平成 23 年度オープンカレッジの実施計画の周知（ポスター，チラシ） 

 

（出典 有明高専ウェブページ) 
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「ロボットＪリーグ」は主に小中学生を対象としたロボット製作・競技大会であり，参加者も多

く好評である。オープンカレッジ同様，全校的な実行委員会（ロボットＪリーグ委員会）の組織化，

実施計画・実施内容等の策定を行い，応募や広報活動等を地域共同テクノセンター行い，全校的協

力の下，毎年８月後半に実施している。（資料Ｂ－1－①－２）。平成23年度の地域教育支援委員

会管轄事業（「ロボットＪリーグ」を含む）を資料Ｂ－１－①－３に示す。この表から，平成23年

度は大牟田・荒尾市連携教育推進事業として，小中学校への出前授業20件，小中学校、特別支援学

校教員を対象に５講座，教員対象に２講座を実施している。これらの公開講座は，地域共同テクノ

センター及び地域教育支援委員会を窓口に，依頼内容，対応の方針，受諾の可否，各学科への依頼

・調整を行い，実施している。「ロボットＪリーグ」を含む小中学生対象の公開講座は夏休みを中

資料Ｂ－１－①－３（１／２） 
平成23年度公開講座（本校主催） 

１．＜小中学校対象＞  

Ｎｏ． 講座名  実施時期  担当者  主催等  

1 大宰府天満宮と菅原道真  平成  23 年  9 月  一般教育科  
連携協力推進会議事業 

上内小学校  

2 科学と工作をペットボトルから学ぼう 平成  23 年  9 月  機械工学科  
連携協力推進会議事業 

上内小学校  

3 液体窒素で遊んでみよう 平成  23 年  11 月  一般教育科  
連携協力推進会議事業 

笹原小学校  

4 クリップモータをつくり回転競争をしよう 平成  23 年  11 月  電気工学科  
連携協力推進会議事業 

玉川小学校  

5 クリップモータをつくり回転競争をしよう 平成  23 年  12 月  電気工学科  
連携協力推進会議事業 

平原小学校  

6 液体窒素で遊んでみよう 平成  23 年  11 月  一般教育科  
連携協力推進会議事業 

大正小学校  

7 液体窒素で遊んでみよう 平成  23 年  12 月  一般教育科  
連携協力推進会議事業 

荒尾第三中学校  

8 液体窒素で遊んでみよう 平成  23 年  12 月  一般教育科  
連携協力推進会議事業 

荒尾第三中学校  

9 液体窒素で遊んでみよう 平成  23 年  1 月  
 

連携協力推進会議事業 

船津中学校  

10 
犯人を捜せ！ 

－いろんな化学分析を体験してみようー 
平成  23 年  1 月  

 

連携協力推進会議事業 

船津中学校  

11 模擬授業、学科・学校説明  平成  23 年  9 月  建築学科  基山中学校依頼  

12 

ロボットＪリーグ有明ステージ 2011 

製作説明会  
平成  23 年  7 月  地域共同テクノセンター 

オープンカレッジ実行委員会（ロボＪ

担当） 
ロボットＪリーグ ロボット製作  

平成 23.8.19（金）～25

（木） 
機械工学科  

13 
ＬＥＧＯロボ大作戦 2011 

～Ｍｒ.Ｎからの挑戦状～  

平成 23.8.3（水）～５日

（金） 
電気工学科  電気工学科主催事業  

14 夏休み自由研究お助け教室  平成  23 年  8 月  地域教育支援委員会  

高専改革推進経費 

女子中高生理系進路選択応援プロ

ジェクト 

15 女性エンジニアの講演会  平成  23 年  12 月  地域教育支援委員会  

高専改革推進経費 

女子中高生理系進路選択応援プロ

ジェクト 

16 ポンポン船を作って、エネルギーを学ぼう  

平成  23 年  12 月  

機械工学科  
ＳＰＰ事業 

荒尾第三中学校  
平成  23 年  12 月  

17 ポンポン船を作って、エネルギーを学ぼう  

平成  23 年  1 月  

機械工学科  
ＳＰＰ事業 

船津中学校  
平成  23 年  1 月  

18 

「ものづくりへの女子生徒の挑戦 

～親子でペアのシルバーアクセサリーを手作りしよう

～ 

平成  23 年  12 月  機械工学科  
ＳＰＰ事業 

機械工学科主催  

19 第 5 回エレクトロニクスものづくり体験教室  平成  23 年  12 月  電子情報工学科  電子情報工学科主催事業  

20 笹原小ロボット関係講師  平成 23 年 9 月～12 月  機械工学科  笹原小学校依頼事業  

 

(出典 有明高専ウェブページ)  
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心とし，一般市民対象の講座は９月～11月の土曜日・日曜日に開催し，一般教育科を含む全学科が

担当し，平成16年度から各学科が２講座以上を開講することにしている。なお，一般市民向けの講

座は一回開講のものだけではなく複数回の連続開講講座も計画・実施している。参加者数は資料Ｂ

－１－②－１において後述する。 

平成23年度の本校主催以外の講演会・出前講義等の計画を資料Ｂ－１－①－４に示す。小中学 

資料Ｂ－１－①－４ 
平成 23年度依頼された講座 

 
４．＜その他依頼事項＞  

Ｎｏ． 講座名  実施時期  担当者  主催等  

1 夏休み実験教室  平成  23 年  7 月  物質工学科  荒尾総合文化センター  

2 八女まつり「ロボット操縦体験」  平成  23 年  9 月  機械工学科  八女まつり実行委員会  

3 エコタウンフェア 2011「ロボット操縦体験」  平成  23 年  11 月  テクノセンター 大牟田市地域活性化センター 

4 環境フェア 2011「エコランカーの展示・デモ」  平成  23 年  11 月  機械工学科  大牟田市環境企画課  

5 

勝立地区公民館文化祭 in 子供文化体験

「ロボット操縦体験」 
平成  23 年  11 月  テクノセンター 

勝立公民館文化祭 

実行委員会  

「おもしろ科学実験（折り紙建築）」  平成  23 年  11 月  建築学科  

6 平井フェスタ 2011 平成  23 年  11 月  
機械工学科，電子情報工学

科等  
平井小学校  

7 
マナビィランド・こどもフェスティバル 

「ふれあい理工学工作展」 
平成  23 年  11 火  建築学科  えーるピア久留米  

8 
体験コーナー大集合 

（ロボット操縦と実演） 
平成  

 

23

年   

11

月  
テクノセンター 石炭産業科学館  

 

(出典 有明高専ウェブページ)  

 
 
 
 
 

資料Ｂ－１－①－３（２／２） 
平成23年度公開講座（本校主催） 

２．＜小中学校教職員対象＞  

Ｎｏ． 講座名  実施時期  担当者  主催等  

1 
中学校・特別支援学校教育講座（技術） 

「ロボット制御」 
平成  23 年  7 月  電子情報工学科  

連携協力推進会議事業 

大牟田市教育講座  

2 
中学校・特別支援学校教育講座（理科） 

「放射線について」 
平成  23 年  7 月  一般教育科  

連携協力推進会議事業 

大牟田市教育講座  

3 
小学校・特別支援学校教育講座 

「電流のはたらきについて」  
平成  23 年  7 月  電気工学科  

連携協力推進会議事業 

大牟田市教育講座  

4 
荒尾市小・中学校教育講座 

「電気の利用について」 
平成  23 年  8 月  電子情報工学科  

連携協力推進会議事業 

荒尾市教育講座  

5 荒尾市学校保健会養護教諭研修会  平成  23 年  11 月  物質工学科  
連携協力推進会議事業 

荒尾市教育講座  

         

３．＜一般市民対象＞  

Ｎｏ． 講座名  実施時期  担当者  主催等  

1 
大牟田市民大学講座 

「映像で学ぶインドのお祭り」  
平成  23 年  11 月  一般教育科 山口  

大牟田市生涯学習まちづくり

推進本部  

2 
大牟田市民大学講座『炭鉱技術は地元の

宝「知れば応援したくなる炭鉱遺産』  
平成  23 年  11 月  機械工学科 篠崎  

大牟田市生涯学習まちづくり

推進本部  

         

 

(出典 有明高専ウェブページ)  

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(出典：平成22年度年度有明高専公開講座実施http://www.rc.ariake-nct.ac.jp/koza22.html) 平成22年度公開講座（本校主催）  
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資料Ｂ－１－①－５  
 

図書館紹介ページ 

 

図書館には，現在（平成23年３月末）55,769冊の図書が収

蔵されています。閲覧室は，学習閲覧室と研究閲覧室に分け

られ，それぞれ様々な分野の学習や調査・研究に必要な図書

や専門雑誌，その他の資料を配置しています。図書や専門雑

誌の他に，利用者は一般雑誌や新聞，DVD，その他の授業

に関連した資料を利用できます。 

 図書館は，夜間（夜８時まで）および土曜日（午前10時から

午後４時まで）も開館し，学生や教職員の学習や調査・研究を

支援しています。また，一般市民にも開放され，資料の閲覧だ

けでなく，貸出も行っています。 

 図書館には，視聴覚室やセミナー室が設備されている他，

１階ロビーおよび２階廊下には，美術ギャラリーが開設され，地

元画家の絵画など約30点展示しています。 

 

（出典 有明工業高等専門学校ウェブページ） 

資料Ｂ－１－①－６ 

平成23年度一般市民への図書貸出冊数 

 

月 昼間 夜間 土曜日 計 

4 15 5 4 24 

5 3  0 5 8 

6 4 8 2 14 

7 9 4 8 21 

8 8  0  0 8 

9 7  0  0 7 

10 10  0 11 21 

11 2  0 6 8 

12  0  0 4 4 

1 6 3 5 14 

2 7 4  0 11 

3 3  0  0 3 

計 74 24 45 143 

＊昼間：8:30～17:00 夜間：17:00～20:00 

(出典 図書館システムより集計) 
 

生，一般社会人対象に８講座を計画し，全６学科の教員が担当した。これらは，荒尾総合文化セン

ター,八女まつり実行委員会,大牟田市地域活性化センター等から依頼されたもので，地域共同テク

ノセンターの民学担当員と地域教育支援委員会との協議のうえ計画・実施した。 

２）教育サービスの目的及び実施計画が校内外関係者に周知していることを示す資料 

 正規課程の学生以外に対する教育サービスは，「学外との連携・協力」によって「地域活性化の

核となる地域と密着した開かれた高専」になるという本校の目的のもとで実施している。本校の目

的は，学生便覧，学校要覧等に記載している。 

公開講座は地域教育支援委員会で審議後，各学科委員を通じて各教員に周知している。また，実

施される公開講座等は，本校ウェブページにリンクした地域共同テクノセンターの独自ページでも

公開される。前出の資料Ｂ－１－①－２は，本校ウェブページで公開した平成23年度オープンカレ

ッジのお知らせである。 

３）図書館等の市民への開放 

本校ウェブページで提供している図書館紹介ページを資料Ｂ－１－①－５に示す。図書館は，

平日は午前８時半から午後８時まで，土曜日は午前10時から午後４時まで開館している。学生の学

習や教職員の調査・研究を支援するとともに，一般市民にも開放し，資料の閲覧並びに貸出しを行

っている。また，図書館1階ロビー・廊下の「美術ギャラリー」では地元画家の絵画を展示し，一

般市民も自由に鑑賞することができる。 

 次に，一般市民への平成23年度の図書貸出冊数を資料Ｂ－１－①－６に示す。また，図書館以外

の施設として，本校の教育活動に支障が出ない範囲で，体育館，グラウンド等も市民へ開放するこ

ととしている。 
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４）本校教職員の地域の委員会等への参画 

 地域教育支援委員会委員長は，大牟田市，荒尾市協力連携会議に出席し，要望を聞き，本校の意

見を述べている。その時に両市の協力連携会議に提出した連携事業計画を資料Ｂ－１－①－７に示す。

このように連携を取りながら，教育面並びに研究面において地域へ協力し貢献している。 

 

  

資料Ｂ－１－①－７ 
地元教育委員会への出席の際の提出資料 

 

（出典 平成 24 年地域教育支援委員会議事録資料４）  
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資料Ｂ－１－①－８ 

学則第10章 研究生、聴講生、科目等履修生及び特別聴講学生 

第10章 研究生，聴講生，科目等履修生及び特別聴講生 

第52条 本校において特定の専門事項について研究することを志願する者があるときは，本校の教育研究に支障の

ない場合に限り，選考の上，研究生として入学を許可することがある。 

第53条 本校において開設する授業科目のうち，特定の科目について聴講を志願する者があるときは，本校の教育

に支障のない場合に限り，選考の上聴講生として入学を許可することがある。 

第53条の２ 本校において開設する授業科目のうち，1科目又は複数科目の履修を志願する者があるときは，本校

の教育に支障のない場合に限り，選考の上，科目等履修生として入学を許可することがある。 

２ 前項により授業科目を履修した者には，単位の修得を認定することができる。 

第53条の３ 学校間単位互換に基づいて，本校が開設する授業科目のうち，特定の科目について聴講を志願する

者があるときは，本校の教育に支障のない場合に限り，選考の上，特別聴講生として入学を許可することが

ある。 

第54条 研究生，聴講生，科目等履修生及び特別聴講学生に関し必要な事項は別に定める。 

(出典 有明工業高等専門学校学則) 

 

５）聴講生・科目等履修生・特別聴講学生制度 

本校では，学則第10章で聴講生・科目等履修生・特別聴講学生制度を定めている。資料Ｂ－１－

①－８に学則第10章を示す。第53条では，聴講生制度について「本校において開設する授業科目の

うち，特定の科目について聴講を志願する者があるときは，本校の教育に支障のない場合に限り，

選考の上，聴講生として入学を許可することがある。」と定めている。第53条の２では，科目等履

修生制度について「本校において開設する授業科目のうち，１科目又は複数科目の履修を志願する

者があるときは，本校の教育に支障のない場合に限り，選考の上，科目等履修生として入学を許可

することがある。」とし，さらに「前項により授業科目を履修した者には，単位の修得を認定する

ことができる。」としている。また，第53条の３において，特別聴講学生制度について「学校間単

位互換に基づいて，本校が開設する授業科目のうち，特定の科目について聴講を志願する者がある

ときは，本校の教育に支障のない場合に限り，選考の上，特別聴講生として入学を許可することが

ある。」と定めている。 

なお，本校の聴講生規程を資料Ｂ－１－①－９，学外科目履修学生の取扱に関する規定を資料Ｂ

－１－①－10，特別聴講学生規程を資料Ｂ－１－①－11に示す。本校では，聴講生，科目等履修生，

特別聴講学生制度を以上のように定めており，正規課程の学生以外に学習機会を提供している。 
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資料Ｂ－１－①－９ 

有明工業高等専門学校聴講生規程 

昭和５７年８月１日制定 

第１条 有明工業高等専門学校学則第５３条の規定に基づき、聴講生に関し必要な事項は、この規程の定め

るところによる。 

第２条 聴講生として入学することのできる者は、次の各号の一に該当する者とする。 

（１） 高等学校を卒業した者 

（２） 本校において高等学校を卒業した者と同等以上の能力があると認めた者 

第３条 聴講生の入学は、原則として学年又は学期の初めとする。 

第４条 聴講生として入学を志願する者は次に掲げる書類に所定の検定料を添え入学の１４日前までに校長に願

い出なければならない。 

（１） 聴講生入学願書 

（２） 履歴書 

（３） 最終学校の卒業（又は修了）証明書 

（４） 健康診断書 

（５） 現に職を有している者は、勤務先所属長の承諾書又は依頼書 

２ 聴講生が聴講できる科目は、原則として週５科目以内とする。ただし、実験実習は認めない。 

第５条 校長は、前条第１項の入学志願者について、面接試験その他により選考を行う。 

２ 校長は、前項の選考の結果に基づき、所定の入学料を納付した者に対して入学を許可する。 

第６条 聴講生に対しては、指導教員を定める。 

第７条 聴講生の在学期間は、当該年度内とする。 

第８条 聴講生の授業料は、聴講する科目に係る全額を、当初の月に納付しなければならない。 

２ 授業料を納めない者は、これを除籍する。 

第９条 第４条第１項の検定料、第５条第２項の入学料及び前条第１項の授業料の額は、それぞれ、独立行政法

人国立高等専門学校機構における授業料その他の費用に関する規則（平成１６年４月１日独立行政法人国立高等

専門学校機構第３５号）第１３条の規定に基づき定められた額とする。 

第１０条 聴講生には願い出により、聴講した科目の履修証明書を、交付することができる。 

第１１条 聴講生が他の業務に従事しようとするときは、校長の許可を受けなければならない。 

２ 聴講生は、在学期間中に止むを得ない理由により聴講を中止する場合は、校長に退学を願い出てその許可を

受けなければならない。 

第１２条 本規程に違背した者又は疾病その他の事情により、成業の見込みがない者に対しては、校長が退学を

命ずることがある。 

第１３条 この規程に定めるもののほか必要な事項は学則等の学内諸規則を準用する。 

附則 この規程は、昭和５７年８月１日から施行する。 

附則 この規程は、昭和５８年４月１日から施行する。ただし、昭和５８年度内の入学に係る検定料の額

は、従前のとおりとする。 

附則 この規程は、昭和５９年４月１９日から施行し、昭和５９年４月１日から適用する。 

附則 この規程は、平成４年４月２４日から施行し、平成４年４月１日から適用する。 

附則 この規程は、平成１６年５月２０日から施行し、平成１６年４月１日から適用する。 

(出典 有明工業高等専門学校規程集) 
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資料Ｂ－１－①－10 

学外科目履修学生の取扱に関する規程 

平成１６年４月１日制定 

 （趣旨） 

第１条 この規程は、学則第 13 条の３第２項及び第 13 条の４第３項並びに第 49 条において準用する第 13

条の３第２項及び第 13 条の４第３項の規定に基づき、本校の学生で 他の高等専門学校及び大学（短期大

学を含む。）又は外国の大学（以下「他大学等」という。）で開設される授業科目（以下「学外科目」とい

う。）を履修する者（以下「学外科目履修学生」という。）の学外科目に係る単位修得の認定の取扱いに関

し、必要な事項を定めるものとする。 

 （許可基準） 

第２条 学外科目履修学生として入学することのできる他大学等は次のとおりとする。 

 (1) 単位互換協定を取り交わした他大学等 

 (2) 正規の教育機関であり、体系的な教育課程を有していると認める他大学等 

 （申請の時期） 

第３条 学外科目履修学生として入学するための申請は、原則として、入学を希望する時期の２ヶ月前まで

に行うものとする。 

 （申請及び許可） 

第４条 学外科目履修学生として他大学等へ入学を志願する者は、学外科目履修申請書（別紙様式第１号）

に次の各号に定める書類（ただし、単位互換協定を締結した他大学等へ入学する場合を除く。）を添えて所

属の学科長又は専攻科長を通じて、校長に願い出しなければならない。 

（１） 入学希望先の学校の規模、沿革、教育方針、教育課程、履修する授業内容等が記載された書類 

（２） その他校長が必要と認める書類 

２ 前項の願い出があったときは、校長は、教務委員会又は専攻科委員会の議を経て、これを許可すること

ができるものとする。 

 （履修科目） 

第５条 学外科目として履修できる科目は、原則として、実験、実習を除く科目とする。 ただし、専攻科

にあっては実験、実習を除く科目で校長が履修科目として許可した科目とする。 

 （単位修得の認定申請） 

第６条 学外科目履修に係る単位の認定を受けようとするときは、履修先の単位修得証明書を添えて学外科

目単位認定申請書（別紙様式第２号）を校長に提出するものとする。 

 （単位修得の認定） 

第７条 校長は、前条の規定により単位認定の申請があったときは、進級判定会議、卒業判定会議又は専攻

科修了認定会議の審議を経て単位修得を認定する。ただし、単位互換協定を取り交わした他大学等で修得し

た学外履修科目に係わる単位については、申請の日を以て校長が単位修得の認定を行う。 

 （成績の評価） 

第８条 第７条の規定により単位の修得を認定した科目を指導要録に記録する場合は、学外科目単位認定申

請書に記載された科目名で記載し、成績の評価は「合格」とし、成績証明書、単位修得証明書等の証明書類

への記載は「認定」とする。 

 （その他規程等の準用） 

第９条 この規程に定めるもののほか、必要な事項は、学則等の学内諸規程を準用する。 

附 則 この規程は、平成１６年４月１日から施行する。    (出典 有明工業高等専門学校規程集) 

 



有明工業高等専門学校 選択的評価事項Ｂ 

- 37 - 

 

資料Ｂ－１－①－11 

有明工業高等専門学校特別聴講学生規程 

平成１６年４月１日制定 

（趣旨） 

第１条 この規程は、学則第条の規定に基づき、特別聴講学生について必要な事項を定めるものとする。 

（入学資格） 

第２条 他の高等専門学校、短期大学及び大学又は外国の大学の学生（以下「他大学等」という） で、本

校における授業科目を履修しようとする者があるときは、当該他大学等との協議に基づき、特別聴講学生と

して受け入れることができる。 

（入学時期） 

第３条 特別聴講学生の入学の時期は、原則として、学年又は学期の初めとする。 

（出願手続き） 

第４条 特別聴講学生として入学を志願する者は、入学願書（ 別紙様式） を所属の大学等を通じて、校長

に提出しなければならない。 

（入学許可） 

第５条 特別聴講学生の入学の許可は、校長が決定する。 

（履修科目） 

第６条 特別聴講学生が履修できる科目は、原則として、実験、実習を除く専門科目及び専攻科の専門科目

とする。 

（検定料、入学料及び授業料） 

第７条 検定料及び入学料は、徴収しない。 

２ 授業料については、当該他大学等との間で、相互に不徴収とされている場合には徴収しない。 

（単位の認定） 

第８条 履修科目に係る単位の認定は、本校の定める評価基準に基づいて行う。 

（単位修得証明書等） 

第９条 特別聴講学生には、願い出により履修した科目の単位修得証明書又は履修証明書を交付することが

できる。 

（退学） 

第10条 学則等の学内規程に違反した者又は疾病その他やむを得ない事情により成業の見込みがない者に対

しては、校長は退学を命ずることができる。 

（その他規程等の準用） 

第11条 この規程に定めるもののほか必要な事項は学則等の学内諸規定を準用する。 

附則 

この規程は、平成１６年４月１日から施行する。 

附則 

この規程は、平成１６年６月１７日から施行し、平成１６年４月１日から適用する。 

 

(出典 有明工業高等専門学校規程集) 
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（分析結果とその根拠理由）  

本校では，教育サービスの目的に照らして，公開講座等の正規課程の学生以外に対する教育サー

ビスを計画的に実施している。その理由は以下のとおりである。 

本校の目的としての地域連携活動の意義は関係者に周知している。この目的の下で地域共同テク

ノセンター及び地域教育支援委員会を中心として公開講座等を計画的に実施しており，生涯学習教

育や青尐年の科学教育の場を提供することで地域社会へ貢献している。公開講座等の実施計画は，

学外はもとより校内関係者にも周知している。本校の図書館を一般市民へ開放し，資料等の自由な

閲覧および貸出しができるようにしている。本校教員が地域の委員会等へ参画し地域へ協力してい

る。本校では，聴講生・科目等履修生・特別聴講学生制度を備えており，正規課程以外の学生の受

け入れを可能にしている。 
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観点Ｂ－１－②： サービス享受者数やその満足度等から判断して，活動の成果が上がっているか。

また，改善のためのシステムがあり，機能しているか。 

 

（観点に係る状況） 

正規課程の学生以外に対する教育サービスの享受者数，参加者の満足度を示し，活動の成果につ

いて述べる。次に，教育サービスの改善のためのシステムについて述べる。 

１）教育サービスの享受者数 

地域教育支援委員会が主導して進められた平成23年度本校主催の公開講座等の参加者数を資料Ｂ

－１－②－１に示す。例年，人気があるのは「ロボットJリーグ有明ステージ2011（競技用ロボッ

ト製作・競技大会）」であり，小学校高学年・中学生が85名参加した。また，文部科学省とＪＳＴ

（独立行政法人科学技術振興機構）が進めている女子中高生の理系進路選択事業の一環として講座

を企画した。これとは別に，機械工学科からＪＳＴのＳＰＰ（サイエンス・パートナーシップ・プ

ロジェクト）事業に応募し，採択された「ものづくりへの女子生徒の挑戦―親子でペアのシルバー

アクセサリーを手作りしよう！」には，女子中学生とその保護者36名が参加した。なお，本校主催

の公開講座等への総参加者数は1165名である。 

また，平成23年度に実施された笹原小学校とのＳＰＰ講座の「ロボット作りに挑戦」の新聞記事

の例を資料Ｂ－１－②－２に示す。ＳＰＰはＪＳＴによる学習支援事業の一環で，趣向を凝らした

実験や実習により，子どもたちの科学への関心を高めることを目標としている。 

 

２）参加者の満足度 

関係組織は毎年，公開講座等への参加者にアンケートを実施し，改善に役立てている。例として，

平成23年度のロボットＪリーグ有明ステージ2011（競技用ロボット制作・競技大会）」のアンケー

ト結果の一部を資料Ｂ－１－②－３に示す。設問４の「ロボットを製作してみてどう思いましたか」

に対する回答は，「非常に楽しかった」が約44%，「楽しかった」が51%，「期待はずれだった」が

2%，「かなり期待はずれだった」は皆無であり，ほとんどの参加者が「非常に楽しかった」あるい

は「楽しかった」と答えていることから参加者の満足度はかなり高い。 

また，資料Ｂ－１－②－４に，平成23年度開講（ロボットＪリーグ以外）の講座に対する満足度

のアンケート結果を示す。小中学生対象の６講座のほとんどの参加者が「大変興味があるものだっ

た」，「ある程度興味があるものだった」のいずれかを回答しており，非常に高い満足度を得てい

る。同様に，小・中学校教員対象の２講座においても，「大変興味があるものだった」，「ある程

度興味があるものだった」の回答がほとんどであり，参加者の満足度は高い。 
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 資料Ｂ－１－②－１ 
 

平成23年度公開講座等の参加者数 
 

  講  座  名 
参加 

人数 

小 

中 

学 

生 

対 

象 

太宰府天満宮と菅原道真 14  

科学と工作をペットボトルから学ぼう 21  

液体窒素で遊んでみよう 34  

クリップモーターをつくり回転競争をしよう 19  

クリップモーターをつくり回転競争をしよう 33  

液体窒素で遊んでみよう 38  

液体窒素で遊んでみよう 120  

液体窒素で遊んでみよう 31  

犯人を捜せ！－いろんな化学分析を体験して

みよう－ 
31  

見えない危険を科学しよう 35  

理科実験 33  

模擬授業、学科・学校説明 15  

液体窒素で遊んでみよう 45  

LEGO ロボ大作戦 2011 ～Mr.N からの挑戦状～ 9  

ロボットＪリーグ有明ステージ 2011 85  

ポンポン船を作って, エネルギーを学ぼう 35  

ポンポン船を作って, エネルギーを学ぼう 29  

「女子中学生のものづくりチャレンジ！ ～

世界に一つだけのシルバーアクセサリー作り

～」 

28  

第６回エレクトロニクスものづくり体験教室 7  

笹原小学校ロボット製作指導 40  

夏休み実験教室 70  

平井フェスタ 2011 130  

夏休み自由研究お助け教室 30  

理系ゴコロのススメ探検隊「女性エンジニア

・研究者の素敵な生き方」 
19  

小 計 951  

一般 

市民 

対象 

市民大学講座「映像で学ぶインドのお祭り」 30  

市民大学講座『炭坑技術は地元の宝「知れば

応援したくなる炭坑遺産」』 
25  

市民大学講座「友」を詠む～菅原道真と中国

の詩人たち～ 
35  

小 計 90  

小中 

学校 

教員 

対象 

大牟田市中学校・特別支援学校教育講座(技

術)「ロボット制御」 
11  

大牟田市中学校・特別支援学校教育講座(理

科)「放射線について」 
20  

大牟田市小学校・特別支援学校教育講座「電

流のはたらきについて」 
37  

荒尾市小・中学校教育講座「電気の利用につ

いて」 
42  

荒尾市学校保健会養護教諭研修会 14  

小 計 124  

  合 計 1,165  

 (出典 平成24年度学校要覧p.48,49) 

 

 

  

資料Ｂ－１－②－２ 
 

本校の公開講座等を紹介する新聞記事の例 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出典 平成 23 年 9 月 14 日有明新報) 
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資料Ｂ－１－②－４  
平成23年度公開講座等アンケート結果 

【小中学生対象】 

回答Ａ＝大変興味があるものだった 回答B＝ある程度興味があるものだった 回答C＝どちらともいえない  

回答D＝ほとんど興味がないものだった   回答Ｅ＝まったく興味のないものだった  

講座名 

回答の割合 (人) 

回答

Ａ 

回答

B 

回答

C 

回答

D 

回答

Ｅ 

上内小学校 （焼山） 9/15 8 2 1 0 0 

荒尾三中 出前講座(堀田) 20 10 4 0 0 

船津中学校 出前講座（永田） 24 5 0 0 0 

小学  LEGO ロボ大作戦 8 1 0 0 0 

中学生 夏休み自由研究お助け教室 25 2 0 0 0 

【小・中学校教員対象】 

回答Ａ＝大変興味があるものだった 回答B＝ある程度興味があるものだった 回答C＝どちらともいえない  

回答D＝ほとんど興味がないものだった   回答Ｅ＝まったく興味のないものだった 

講座名 

回答の割合 (人) 

回答

Ａ 

回答

B 

回答

C 

回答

D 

回答

Ｅ 

荒尾市教育講座 30 11 1 0 0 

小学校・特別支援学校教育講座 22 15 0 0 0 

中学校・特別支援学校教育講座 6 3 0 0 0 

荒尾市 養護教諭講座 12 1 0 0 0 

 
(出典 平成23年度公開講座等アンケート集計結果) 

 

資料Ｂ－１－②－３  
ロボットＪリーグ有明ステージ2011に関するアンケート調査結果 

 
(出典 平成24年度オープンカレッジ2012実行委員会資料) 

 

非常に 

楽しかった 

44% 楽しかった 

51% 

期待はずれ 

だった 

2% 

その他 

3% 

設問４ ロボットを製作してみてどう思いましたか？ 
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３）教育サービスの改善のためのシステム 

地域共同テクノセンター及び地域教育支援委員会は，正規課程の学生以外に対する教育サービス

活動の中心的役割を担い，内容を検証し，改善を図っている。「実施計画案」をもとに各担当者が

公開講座等を実施する。実施後に各担当者は，「公開講座等実施報告書」ならびに｢参加者アンケ

ート結果｣を提出する。地域教育支援委員会は，データ等をまとめて実施状況を把握するとともに

改善すべき点等を明確化する。次に，分析結果や改善点等を「分析・提言」としてまとめる。これ

をもとに地域教育支援委員会で議論し，「地域アドバイザー」の意見を考慮し，次年度の「実施計

画案」を策定する。「実施計画案」は同委員会により周知される。 

以下に，改善例を２つ挙げる。１つ目は，オープンカレッジの組織体制である。2007年度のオ

ープンカレッジ報告書（資料Ｂ－１－②－５）に示すように，2006年度のオープンカレッジで組織

運営上の問題点が指摘された。2部門でテクノセンタースタッフ以外の教員を部門長としたため，

各部門の問題点，進捗状況把握，連携作業に齟齬をきたした。それに対し，2007年度では，各部門

長をテクノスタッフが分担することとし，重要情報が迅速にテクノ運営会議に伝達，問題点が手当

てできるように体制を改善した（資料Ｂ－１－②－６）。 

２つ目の改善された例として，地域教育支援委員会の設置がある。この委員会がどのように地域

の要望に応えているかを出前講座等の依頼に対する地域教育支援委員会の対応の流れ図（資料Ｂ－

１－②－７）で示す。また，アンケート調査による改善方法についても資料Ｂ-１-②-８に示す。 

次に，資料Ｂ-１-②-９に，今後本校で進める新しい試みを示す。これも改善のためのシステム

が機能している例である。 
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資料Ｂ－１－②－５  

オープンカレッジ報告書の表紙（抜粋） 
 

 

(出典 2007 年度のオープンカレッジ報告書の表紙) 
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資料Ｂ－１－②－６  

オープンカレッジの新組織体制  

 

 （出典 2007 年度のオープンカレッジ報告書) 
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資料Ｂ－１－②－７ 

対応の流れ図 

 

 

（出典 平成 24 年地域教育支援委員会議事録資料） 
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資料Ｂ－１－②－８ 

アンケート調査による改善方法 

 

（出典 平成 24 年地域教育支援委員会議事録資料）  
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（分析結果とその根拠理由）  

本校では，サービス享受者数やその満足度等から判断して活動の成果が上がっており，改善のた

めのシステムが機能している。その理由は，まず，公開講座等の参加者数は本校主催のものだけで

も1165名であり，市民大学等の本校主催以外の講座等の参加者を含めるとさらに多い。公開講座等

のアンケート調査結果から，参加者の満足度は高いといえる。これらより，本校の青尐年に対する

科学教育活動並びに一般市民に対する生涯学習教育活動の成果は大きい。次に，新たに地域教育支

援委員会を設置したことにより，全学科の教員が担当者となり，よりきめ細かな対応が可能になっ

た。本校は地域共同テクノセンター及び地域教育支援委員会を中心とした教育サービスの改善のた

めのシステムを有しており，より良いサービス提供のために本システムは充分に機能している。 

 

資料Ｂ－１－②－９ 

地域教育サービスの新しい試み 

 

 

 

（出典 平成 24 年６月９日西日本新聞） 
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（２）優れた点及び改善を要する点 

（優れた点）  

・ 正規課程の学生以外への教育サービスを計画的に実施し，参加者の高い満足度を得ている。 

・ 教育サービス改善のシステムが存在し，十分に機能している。 

（改善を要する点）  

  特になし。 

 

（３）選択的評価事項Ｂの自己評価の概要 

本校の正規課程の学生以外に対する教育サービスの目的は，地域社会との連携・協力を行い，

地域活性化の核となる地域と密着した開かれた高専になることである。 

地域共同テクノセンター及び地域教育支援委員会が中心になって計画的に，正規課程学生以外に

対する教育サービスを行っている。 

公開講座等の参加者数は多く，また実施後の参加者アンケート結果から満足度も高いことから，

本校で実施している青尐年に対する科学教育活動並びに一般市民に対する生涯学習教育活動の成果

は充分に上がっているといえる。また，地域から依頼された講演会やセミナー等へ本校から講師を

派遣することで地域への教育支援を行っている。さらに，図書館も一般市民に利用されている。ま

た，地域の各種委員会等への参画を通して地域協力も行っている。以上のように，本校は，地域貢

献のために各種のサービス活動を実施し充分な成果を上げている。また，地域共同テクノセンター

及び地域教育支援委員会を中心として，正規課程学生以外に対する教育サービスの改善に組織的に

取り組んでおり，このサービス改善のシステムは十分に機能している。 

以上のように，本校では正規課程学生以外に対する教育サービスが計画的に実施され，成果が十

分に上がっており，また教育サービス改善のシステムが十分に機能していることから，目的の達成

状況は良好であると判断できる。 

 

（４）目的の達成状況の判断 

目的の達成状況が良好である。 



 


